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１ はじめに 

 

 筆者は土木工学の立場から、強震動予測に係る研究と実務に 20年ほど携わ

ってきている者です（経歴については付録 A参照）。土木構造物であれ建築物

であれ、耐震設計を行うときに、どのような揺れを想定するかは根本的に重要

な課題です。このようなことから、土木工学、建築学、地震学の各分野出身の

研究者が強震動予測に係る研究に従事しています。そもそもこの分野に携わる

きっかけとなったのは 1995年兵庫県南部地震です。この地震による土木構造

物の大被害をもたらしたのは、アスペリティの破壊に起因する周期 1-2秒のパ

ルス状の地震動でした。当時京都大学防災研究所におられた入倉孝次郎先生の

グループが、断層面上に複数のアスペリティを置いた震源モデルにより、この

パルス波を精度良く再現できることを示されました。事後の解析とは言え、実

際に起きた現象を見事に説明できる強震動地震学という分野に大きな未来を感

じ、この学問を土木工学の中でも活用すれば、土木構造物の安全に寄与できる

のでは無いかと考えたのが、この分野に入ったきっかけです。以来、強震動研

究の分野で一定数の論文を執筆してきました。実務では港湾構造物の耐震設計

基準の策定等に関わってきました。 

 今回、日本原子力発電株式会社による東海第二発電所の基準地震動の策定に

関する資料 1) などを読み、この基準地震動に基づく検討では原子力発電所の安

全が確保できず首都圏の安全が脅かされると感じ、意見書を提出させていただ

くこととしました。 

 なお、以下の記述において、地震の揺れの強さを表す表現が多く出てきます

が、地表面で最大加速度 800Gal(=cm/s2)以上、かつ最大速度 100kine(=cm/s)

以上となれば、兵庫県南部地震クラスの極めて強い揺れであるということを念

頭に置いていただければと思います。なお、強震動に関する一般的な知見につ

いては文献 2)3)も参考にして下さい。 

 

２ 強震動研究は原子力発電所の安全に寄与できるほどには成熟していない 

 

 上述のとおり、強震動に関する研究は、実際に起こった地震に関する事後の

分析という点では大きく発展してきましたが、今後に起こりうる事象の予測と

いう点においては、強震動研究はまだまだ発展段階にあり、原子力発電所の安

全性の保証に活用できるほどにはこの分野の研究は成熟していない、というこ

とを最初に申し上げたいと思います。 

 そもそも、地震学が全体として若い学問です。現代の地震学が依拠している

プレートテクトニクスが発展したのは 1960年代後半以降になります。すなわ
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ち、石橋 4)が指摘しているように、1966年に福島第一原発の 1号機の設置が許

可されたとき、その沖合にプレート境界があり足元に太平洋プレートが沈み込

んでいることに誰も気付いていなかったのです。 

 強震動研究は若い学問であるが故に、被害地震が起こる度に、それ以前の知

見では予測できなかったような事態が生じ、それによって強震動研究の知見は

塗り替えられてきています。 

 1995年兵庫県南部地震は、既に知られていた六甲・淡路断層帯に沿って発

生したという点では驚くべき地震ではなかったかも知れません。しかしなが

ら、この地震がもたらした強い揺れとそれによる大被害は、当時の専門家の想

像を大きく越えるものでした。この地震の際に神戸市内で観測された地震動は

最大加速度 800Gal、最大速度 100kineといった極めて強いものでした。これ

らは、それ以前の土木構造物の耐震設計で考慮されていた地震動レベルよりも

はるかに大きいものであったため、これをきっかけとして土木構造物の耐震設

計に用いられる設計地震動は大きく改められました 5)6)。 

 2011年東北地方太平洋沖地震はM9クラスの巨大地震でしたが、この地震の

発生以前は日本海溝においてM9クラスの巨大地震の発生は想定されていませ

んでした 7)8)。2011 年 3月 11日の時点で、宮城県沖から茨城県沖にかけての

日本海溝には、M9の地震がいつ発生してもおかしくない程度に応力とひずみ

が蓄積されていたことになります。この応力とひずみは一朝一夕に蓄積された

ものではなく、少なくとも 500年程度の長い時間をかけて蓄積されたものと考

えられます。従って、地震発生前の数十年程度は、M9の地震がいつ発生して

もおかしくない程度に応力とひずみが蓄積した状態が継続していたと考えられ

るにも関わらず、そのことに誰も気付いてはいませんでした。日本海溝におい

てM9クラスの巨大地震の発生を想定できなかったという反省から、南海トラ

フにおける想定地震の規模は東北地方太平洋沖地震と同等のM9クラスまで引

き上げられました。 

 2016年熊本地震は、基本的に既に知られていた布田川・日奈久断層帯に沿

って発生した地震ではありますが、この地震の発生以前に公表されていた地震

調査研究推進本部による長期評価は地震規模を過小評価しており、また、地震

後に確認された地表地震断層の長さをもとに地震調査研究推進本部の「レシ

ピ」に従って評価された地震規模も実際のものを下回っていました 9)。これを

踏まえて地震動予測手法をどのように改良すべきかの議論が学会において続け

られています。 

 これらに加え、1995年兵庫県南部地震から 2016年熊本地震までの間にわが

国で発生した規模の大きい内陸地殻内地震のうち、2000年鳥取県西部地震

（M7.3）、 2005年福岡県西方沖の地震（M7.0）、2007年能登半島地震
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（M6.9）、2007年新潟県中越沖地震（M6.8）、2008年岩手・宮城内陸地震

（M7.2）などはいずれも事前に「その規模の地震がその場所で起こる」とは考

えられていなかった地震です。 

 このように、強震動研究およびそれに関連する研究分野では、これまでの数

十年間、被害地震が起こる度に、それ以前の知見では予測できなかったような

事態が生じ、それによって知見が塗り替えられてきています。言い換えればパ

ラダイムシフトが繰り返し起きています。したがって、今後も、少なくとも数

十年間程度は、それ以前の知見を覆すような事態が度々生じるであろうと考え

られます。これが、「強震動研究はまだ原子力発電所の安全性の保証に活用で

きるほどには成熟していない」と考える理由です。 

 強震動研究のリーダーの一人である地震学者の武村 10)は、2011年の段階

で、「地震の発生予測が短期であろうが長期であろうが簡単でないことは誰の

目にも明らかです。地震学者や国やマスコミは予測をあまりに楽観的に考えす

ぎていませんか。地震学者はもっと広い視野に立って、自分達の持つ不完全な

知識をどのような方面でどのようにして社会に役立てることができるか、地震

工学者をはじめ他分野の方々の知恵も借りながら真剣に考えるべきです」と述

べています。この指摘は現時点でもそのまま当てはまります。 

 土木分野の耐震の専門家の間では「入力地震動はどのみちよく分からないも

のだから、その部分を精緻に検討しても、設計の改善につながらないのではな

いか」といった考え方が支配的です。例えば高橋他 11)は「地震や津波などの将

来予測には、依然として圧倒的な不確実性を伴っており、現状の技術レベルで

は、これらに対して確かな安全を保証することはできない」と述べています。

長年土木分野の耐震研究をリードしてきた川島はその著書 12)の中で「まだよく

わかっていない強震動の特性」という節を設け、「強震動の推定には多くの未

知の領域が残されている」と述べています。別な専門家の方からは、「M9.0地

震の発生を予測できないのになぜ強震動予測の結果を設計に使えるだろうか」

という趣旨の意見をいただいたこともあります（ここで言っている予測とは短

期予測のことでなく長期予測のことです）。これらはいずれも強震動研究の成

熟度に対する疑念の表明であると言えます。筆者は、これらの土木分野におけ

るいわゆる「主流」の考えが、現時点での強震動研究の実力をある意味で正確

に見抜いていることを認めざるを得ないと思います。すなわち、現状の強震動

研究の実力の下では、地震動の振幅レベルの将来予測に大きな不確実性を伴う

ことを、事実として認めなければならないと考えます。 

 筆者自身は、「強震動研究の成果をできるだけ構造物の設計に活かすべきで

ある」との立場で研究を行っており、原子力発電所ではなく一般的な土木構造

物の耐震設計においては、強震動研究の成果を活かすことが、より小さなコス
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トでより高い安全性を達成するのに役立つと考えているものの 13)、原子力発電

所の耐震設計に使えるほどには、現状の強震動研究は成熟していないと考えま

す。 

 今後も「考えてもいなかったような場所で」「考えてもいなかったような規

模の地震が」「考えてもいなかったような起こり方で」起こり、それによって

パラダイムは変わっていくと考えられます。したがって、強震動研究の成果を

活用して原子力発電所の安全性の保証することは現段階では不可能であると考

えます。しかし、それでもなお、原子力発電所の耐震検討に強震動研究の成果

を活用しようとするのであれば、現状のパラダイムの下で想定される地震ある

いは地震動を考えるだけでは不十分であり、物理的に確実に否定できるシナリ

オ以外のあらゆるシナリオを考えるべきであると考えられます。以下の記述は

このような観点からのものです。 

 

３ プレート間地震について 

 

 日本原子力発電がプレート間地震を対象に行っている強震動評価の決定的な

不備は、一言で言えば、東北地方太平洋沖地震の経験から十分に学ばないうち

に次の予測に進んでしまっているという点です。東北地方太平洋沖地震では、

福島第一原子力発電所および女川原子力発電所において、基準地震動を上回る

地震動を観測しました。断層面上でどのように強震動が生成され、その結果と

してどのように基準地震動を上回る地震動となったのか、日本原子力発電は十

分な分析を行っていません。 

 

３．１ 女川原子力発電所周辺で観測された大振幅パルス波の起源とその教訓 

 

 女川原子力発電所では、周期 2秒程度のパルス状の地震波が観測され、これ

が最大加速度の値が大きくなる原因であったことが、入倉先生のグループによ

り明らかにされています 14)。このような地震動がどのような震源過程によって

生成されたのか、どのような震源モデルを用いれば再現できるのか、きちんと

した調査を日本原子力発電は行っていません。構造物の耐震性を精緻に把握す

るには、最大加速度、応答スペクトル等を用いた評価だけでなく、時々刻々と

変化する揺れを表現できる時刻歴波形による評価が極めて重要です。したがっ

て、ここで言う女川原子力発電所での波形の再現とは、単に応答スペクトルの

再現ではなく、「時々刻々と変化する揺れを表現できる時刻歴波形」の再現で

なければなりません。女川発電所の周期 2秒程度のパルス波については、通常

の SMGAモデルでは表現できず、SMGA内部の不均質を考慮することが必要
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であることも入倉先生のグループが明らかにしています 14)。このような重要な

知見が東海第二発電所の強震動評価に反映されていません。 

 実は女川原子力発電所で観測されたのと同様のパルス波は宮城県内で広く観

測されています。その重要性と意義については拙文 15)の中で述べていますが、

重要な点なのでここに再掲します。 

 

=====以下、引用================= 

 

 

構造物にとって脅威となるパルス波が含まれていた 

 

福島第一原子力発電所の事故を受けて，今後の原子力発電所の安全性を検討するにあたり，

先ずは，事故の全体像を解明することが必須であり，その中には，東北地方太平洋沖地震の強

震動生成過程の解明も含まれなければならない．しかし，この地震の強震動生成過程に関する

理解と，それに基づく原子力発電所の安全性のための議論はまだまだ不十分である． 

この地震の際に宮城県などで観測された強震動が大きく二つの波群からなることは多くの研

究者が指摘している例えば 14)16)17)18)19)．しかし，第二波群の先頭に，大振幅の，構造物にとって

脅威となるパルス波が含まれていることはあまり知られていない． 

図 1の上段は 2011年東北地方太平洋沖地震の際に宮城県内の二つの観測点，MYGH12

（KiK-net志津川）と MYG013（K-NET 仙台）20)で観測された広帯域（周期 0.02-100 秒）の

速度波形を示したものである．これらは，積分するために周期 100秒以上の成分をカットした

だけで，基本的にフィルタリングの影響を受けていない波形である．この広帯域の波形にすで

に問題のパルスが表れており，周期数十秒程度のゆるやかに変動する成分に，周期 1.5秒程度

の鋭いパルスが複数重なっていることが確認できる．特に，第二波群の先頭に位置するパルス

（四角で囲ったもの）が顕著である．これらの波形から，一般的な構造物に対しては影響が少

ないと考えられる周期 5 秒以上の成分をカットしたものが図 1の中段である．この図からわか

るように，構造物に対して影響が大きいと考えられる周期 5秒以下の地震動においてはパルス

が支配的となっている．さらにわかりやすくするため，周期 1秒以下の短周期成分をカット

し，周期 1-5秒の帯域の波形を示したものが図 1の下段である．この帯域の波形は離散的な複

数のパルスから構成されていると言っても過言ではない． 

過去において，1995年兵庫県南部地震や 1994 年ノースリッジ地震のような内陸地殻内地震

の際，周期 1-2秒程度の強震動パルス（工学上重要な周期帯域に現れるパルスを本稿では強震

動パルスと呼ぶ）が大被害をもたらしたことは広く知られている 21)．図 2の上段は 1995 年兵

庫県南部地震の際，鷹取で観測された強震動パルス，図 2の下段は 1994年ノースリッジ地震

の際，Sylmar County Hospitalで観測された強震動パルスである．図 1と図 2の比較からわか

るように，パルスの形状や周期特性という点で，東北地方太平洋沖地震の際に観測された強震

動パルスは，内陸地殻内地震による強震動パルスと良く似ており，振幅が大きければ構造物に

とって脅威となる． 

強震動パルスの振幅が地盤条件によって大きく変化することは内陸地殻内地震の場合と同じ

である．図 1でMYGH12 での最大速度が 20 cm/s，MYG013での最大速度が 73 cm/s と大き

く異なるのは，後者のパルスが地盤条件によって増幅されたためと考えられる．大野他 22)は仙

台市内の 17地点における速度波形（ほぼ NS 成分）を示している．地点によっては堆積層に

よる後続波群の発達が見られるが，最大速度は全ての地点で第二波群先頭のパルスで決まって

おり，ここでもその重要性が確認できる．ただし，最大速度の値は 29～80 cm/s となってお

り，地盤条件の影響が大きいことを示している．同じく仙台市内の七郷中学校（Small-Titan23)

の観測点）では，やはり第二波群先頭のパルスが支配的であり，パルスの振幅は NS成分で
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114 cm/s に達していたことが永野 24)により報告されている．七郷中学校では，パルスを含む

10秒程度の区間の応答スペクトルが全区間のそれと大差なく，強震動の継続時間は長いもの

の，大振幅のパルスによって応答スペクトルが決定づけられていることも示されている 24)．こ

のように地盤条件により増幅されたパルスが仙台市内の構造物被害例えば 25)26)の原因となった可

能性が高い． 

 

 

強震動パルスは断層面上のどこから来たか 

 

それでは，パルスの発生源（本稿では SPGAと呼ぶ）は断層面上のどこにあったのだろう

か． 

著者は，パルスの発生源が断層面上にあることを仮定し，その位置（東経・北緯）と発生時

刻を，観測点でのパルス到来時刻を最もうまく説明できるよう，グリッドサーチで求めている
27)．図 3は，最も顕著な第二波群先頭のパルスに着目して，パルスが伝播する様子を示したも

の 28)である．ここで着目する観測点を図 3上に示す．牡鹿半島の先端に位置する MYG011 か

ら北に向かっていくつかの観測点が存在するが，それらの観測点に沿ってパルスが南から北へ

伝播する様子を示したものが図 3中である．図の横軸は時間であり震央での破壊開始時刻をゼ

ロとしている．図の縦軸は，第二波群先頭のパルスの発生源と推定された SPGA4（位置を図 3

上に示す）から各観測点までの距離である．斜めの破線は，仮に SPGA4において 14時 47 分

26.3秒にパルスが生成され，それが S波速度 3.9km/s で伝播するとした場合に，各観測点にパ

ルスが到達する時刻を示したものであるが，実際ほぼその時刻にパルスが到来しているので辻

褄が合う．同様に，パルスが東から西へ伝播する様子を示したものが図 3下である．これらの

図から，上述の時刻に上述の場所でパルスが生成されたと考えることの妥当性を確認できる． 

一方，他のいくつかの研究 14)17)18)19)では，第二波群全体を生成した強震動生成領域があると

考え，この強震動生成領域の最初の破壊開始点を求めているが（その方法は文献毎に異なるの

でそれぞれの文献を参照されたい），問題のパルスは第二波群の先頭に位置しているので，これ

らはパルスの発生源を求める作業に対応していると見ることもできる．そこで，これらの研究

で得られた破壊開始点を参照してみると，Asano & Iwata18)と Kurahashi & Irikura14)のもの

は SPGA4 にほぼ一致している（図 3上）．川辺・釜江 19)の破壊開始点はやや北側であるが，

図 3中に示す通り海岸線に沿ってパルスが南から北へ伝播していることを考えると，パルスの

発生源は牡鹿半島の先端より南であったと考える方が妥当である．一方，佐藤 17)の破壊開始点

は SPGA4 よりもやや南西であり，牡鹿半島の先端から南東方向に 45°の角度で引いた線上に

ほぼ位置している．しかしながら，図 3に示すとおり，MYG011から北隣の MYG008への伝

播時間と西隣の MYG012 への伝播時間を比較すると，距離はほぼ同じであるにも関わらず前

者の方が短いので，パルスの発生源は牡鹿半島の先端から南東方向に 45°の角度で引いた線よ

りも北東側であったと考える方が妥当である．以上の考察から，パルスの発生源はほぼ図 3上

に「SPGA4」として示した位置であったと考えて良さそうである． 

なお，この位置は，周期 10秒以上の長周期地震動の発生源を調べた研究のうち，Yokota et 

al.29)の研究ですべりが大きかったとされている位置にほぼ対応している．海溝型巨大地震にお

ける地震動生成の周期依存性は急速に確立されつつある概念であると思われるが例えば 30)，「この

場所」に限ると，長周期地震動の解析結果と周期 1 秒前後の解析結果には不思議な対応が見ら

れるようであり，ここで何が起こっていたかを動力学的に追求する価値はありそうである． 

 

 

パルスの発生源はどの程度の広がりを有していたか 

 

次に，パルスの発生源がどの程度の広がりを有していたかを考える． 

纐纈 21)は断層面上の隣り合う小領域からの地震波が効率的に（coherentに）加算されてパル

スができる様子をわかりやすく示している．このとき，断層面全体からの地震波が coherentに

重なるわけではなく，パルスの生成に寄与する部分（SPGA）はその一部である．SPGA は一

定の時間地震波を出し続けるが，地震波が観測点に最初に到来してから最後に到来するまでの
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時間差（これには，SPGA 上を破壊が伝播するのに要する時間，SPGA上の各部分が地震波を

出し続ける時間，観測点の方向などが関係する）がパルスの時間軸上の幅となる． 

文献 14)17)18)19)で導入されている強震動生成領域のうち第二波群に対応するものは一辺が

36～90 km のサイズを有しているが，これらはもともと第二波群全体の生成を説明するために

導入されたもので，第二波群の先頭に位置するパルスを生成した部分は，強震動生成領域のご

く一部，最初の割れはじめの部分であったと考える必要がある．念のため，最も小さい Asano 

& Iwata18)の強震動生成領域からの地震波が仙台市内に最初に到来してから最後に到来するま

での時間差を計算すると約 17秒となり，実際のパルスの時間幅（約 1.5秒）よりはるかに長く

なるので，強震動生成領域はパルスの生成に寄与した部分としてはサイズが大きすぎる． 

 東北地方太平洋沖地震の第二波群先頭のパルスを説明するために著者 27)28)が提案している

SPGAは，図 4に示す通り長さ 3.5 km，幅 3.0 km であり，破壊は★印の箇所から同心円状に

速度 3.0 km/sで広がると仮定している．SPGA 上の各部分は，同心円状の破壊フロントが通過

してから 0.25 秒間だけ地震波を出すと考えている（各部分が地震波を出す時間はライズタイム

と呼ばれる）．このモデルに対して，伝播経路特性とサイト特性も考慮して地震波を計算する

と，実際に観測されたパルス波をほぼ再現することができる 27)28)．なお，Kurahashi & 

Irikura14)は女川原子力発電所等で観測された強震動パルスを説明するため強震動生成領域の最

初の割れはじめの部分に局所的に応力降下量の高い部分を導入しているが，これらは著者の研

究における SPGAに対応するものと考えられる．場所もほぼ同じである． 

 

 

パルス波は 150km 沖合から来た  

 

以上の議論から明らかになったことは，第二波群先頭の問題のパルス波は仙台市から見て

150km も沖合から来たということである．パルスの発生源（SPGA4）のサイズはたかだか数

kmであったと考えられるので， SPGA4の東端からの距離を用いるか西端からの距離を用い

るかは，サイズの推定結果に多少の誤差があったとしても，以下の議論ではほとんど問題にな

らない． 

第二波群先頭のパルス波は，地盤条件によっては 100 cm/sを越えていたことを想起してい

ただきたい．また，より馴染みやすい地震動指標である震度で見ると，前述の七郷中学校の

他，宮城県築館でも，第二波群先頭の振幅の影響で震度 7相当となっている．すなわち，海溝

型巨大地震の SPGAは 150km離れた地点に震度 7や 100 cm/sの地震動を作りだすだけの力

がある．これまで我々は規模の大きい内陸地殻内地震において震度 7や 100 cm/sの地震動を

経験してきているが，これらはいずれもアスペリティ最短距離にして 20 km 程度以下の観測事

例であったことを考えれば，海溝型巨大地震の SPGA がいかに脅威であるかがわかる．この

SPGAがより陸域に近いところに存在していたら...と考えてみることも必要である． 

著者らは他の県で観測された強震動も検討した上で，最終的に，宮城県沖から茨城県沖にか

けて 9つの SPGAからなる震源モデルを提案し（図 5），これによりパルスを含む強震動が説

明できることを示している 27)28)．このモデルでは，福島県沖～茨城県沖ではより陸域に近いと

ころに SPGAが存在しているが，宮城県沖の SPGA4に相当するような強い SPGAの破壊は陸

域に近い所には存在していなかったと考えられる． 
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原子力発電所の安全性の検討のための海溝型巨大地震による強震動の想定について 

 

以上の分析からわかることは，東北地方太平洋沖地震の際に観測された強震動は，けして

worst case scenario と呼べるようなものではなかったという点である．東北地方太平洋沖地震

の際に最も強い地震波を励起した SPGA4は，震央より西側であったとは言え，仙台市から見

ても 150kmも沖合であった．福島県沖～茨城県沖の陸域に近い場所でも SPGA の破壊は見ら

れたが，それらは相対的に弱いものであった．SPGA4のような強い SPGA の破壊が陸域の近

傍で生じなかったのは不幸中の幸いと言うほか無い．なぜなら，強い SPGAの破壊が沖合で生

じ陸域の近傍で生じなかった理由を現代の地震学では説明できないからである． 

福島第一原子力発電所の事故を受けて，今後の原子力発電所の安全性を検討するにあたり，

東北地方太平洋沖地震の教訓から学ぶことが求められているが，地震動についていえば，東北

地方太平洋沖地震において我々が偶然に助けられたということがその教訓の最たるものであ

る． 

原子力発電所のように，一旦事故が起これば国民生活全般を脅かしかねない重要施設の耐震

性の検討のために，大規模なプレート境界地震を対象として基準地震動を策定する場合におい

ては，東北地方太平洋沖地震の SPGA4に相当するような強い SPGAの破壊が対象施設の近傍

で生じるような条件を考慮することが必要である．別の言い方をすれば，強震動生成領域の中

で局所的に応力降下量の高い部分 13)が対象施設の近傍に存在するケースを考慮すべきである． 

しかしながら，現時点で原子力規制委員会が作成している審査ガイド（案）31)においては，

アスペリティ（強震動生成領域に相当）の位置や応力降下量の不確かさには言及されている

が，SPGA（もしくは強震動生成領域の中で局所的に応力降下量の高い部分）の位置や応力降

下量の不確かさには言及されていない．これでは，上述のような東北地方太平洋沖地震の教訓

を反映した審査ガイドであるとは言えないので，本稿で述べたような観点からの審査ガイドの

改訂が望まれる． 
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Period: 0.02-100 s (broadband)   

 

 

↓ remove long period components longer than 5 s 

Period: 0.02-5 s   

 

 

↓ remove short period components shorter than 1 s 

Period: 1-5 s   

 

 

図 1 東北地方太平洋沖地震の際に観測された強震動パルスの例 
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図 2 内陸地殻内地震による強震動パルスの例（周期 1-5秒の帯域の速度波形） 
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図 3 強震動パルスの伝播の様子．（上）着目する観測点（中）南から北へ（下）東から西

へ． 
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図 4 東北地方太平洋沖地震の第二波群先頭のパルスを説明するために著者 27)28)が提案して

いる SPGA 
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図 5 東北地方太平洋沖地震の SPGAモデル 27)28) 

（円の半径は SPGAの短周期レベル 28)に比例） 

 

=====引用終わり================= 

 

 以上が拙論で述べた中身ですが、この中には、東海第二発電所の耐震安全性

を考える上で極めて重要な事項が含まれています。すなわち、問題のパルス波

は仙台市から見て 150kmも沖合から来ているという点です。このことは、繰

り返しになりますが筆者の研究だけでなく Kurahashi and Irikura14)の研究で

も明らかとなっているのです。同じようなパルス波の波源（SPGA）がもっと

至近距離にあったらと考えてみることが必要です。 

 東北地方太平洋沖地震では SPGA4の破壊によってもたらされたパルス波が

女川原子力発電所での基準地震動を超える地震動の原因となりました。この点

については、文献 14)の Figure 5(b)の RD成分の波形が最もわかりやすいと言
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えます。重要な図面ですのでここに図 6として再掲します。この図面上で 97

秒付近にパルス波が到来しており、これがこの地点での最大加速度を決めてい

ることが読みとれます。なお、文献 14) の Figure 5(b)では速度波形が示され

ていないため、NS成分の加速度波形と速度波形を図 7に示します。この図面

上で 90秒付近に加速度で見ても速度で見ても振幅の大きいパルス波が到来し

ています。これが SPGA4に由来するパルス波です。 

 このように、パルスの波源が比較的沖合にあった場合でさえ、原子力発電所

の基準地震動を超える地震動が生じています。パルスの波源がより近くに存在

すれば、なおさら厳しい地震動となり得ます。東海第二発電所はプレート境界

の近傍に立地していますから、パルス波の波源が原子力発電所の近傍に存在す

るというシナリオも否定できません。その場合のパルス波の振幅はサイト特性

に大きく依存しますが、手元で利用可能な情報に基づいてサイト特性を考慮に

入れれば、東海第二発電所の解放基盤において最大加速度 2000Gal 程度、最大

速度 200cm/s程度の極めて強い地震動となる可能性もあります。この算定手順

については後述します。 

 

 
図 6 Kurahashi and Irikura14)の Figure 5(b) の再掲．上段の二つの波形は東北地方太平

洋沖地震の際に女川原子力発電所の深さ 128m で観測された地震波の RD 成分と UD 成

分．RD 成分は水平 2 成分のうち観測点と震央を結ぶ線分に平行な成分を言う．この図面

上の 97秒付近に周期 2秒程度のパルス波が到来しており，これがこの地点での最大加速

度を決めていることが読みとれる． 
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図 7 東北地方太平洋沖地震の際に女川原子力発電所の深さ 128m で観測された NS成分の

加速度波形と速度波形．この図面上の 90秒付近に加速度で見ても速度で見ても振幅の大

きいパルス波が到来している．これが SPGA4に由来するパルス波である． 

 

 SPGA4に相当するような強い SPGAが東海第二原発敷地の直近に存在する

というシナリオは、現代の地震学では否定することができません。万が一この

ようなシナリオが現実のものとなった場合、日本原子力発電の想定を大幅に上

回る地震動が東海第二発電所を襲い、福島第一原発事故のような事態が再来す

ることが考えられます。 

 女川原子力発電所で観測された地震動には、東海第二発電所の耐震安全性を

確保する上での重要なヒントが含まれています。日本原子力発電は、女川原子

力発電所で基準地震動を超える地震動の原因となったパルス波の生成過程につ

いて、少なくとも上記と同等またはそれ以上の詳細な分析を行い、それに基づ

いて、東海第二発電所におけるプレート間地震を対象とした強震動評価の方針

を策定すべきでしたが、それを行った形跡がありません。従って、日本原子力

発電が実施したとするプレート間地震を対象とした強震動評価は、東北地方太

平洋沖地震の反省にたったものとは言えず、信頼性がありません。 

 

３．２ 福島第一原子力発電所周辺で観測された大振幅パルス波の起源 

 

 ３．１では東北地方太平洋沖地震の際に女川原子力発電所周辺で観測された

パルス波の重要性について述べ、その起源について考察しました。これと類似

のパルス波は、宮城県だけでなく、福島県や茨城県でも観測されています 28)。

また、海溝型巨大地震による強震動パルスの生成は、東北地方太平洋沖地震だ

けに見られる現象ではありません。2003年十勝沖地震や 1978年宮城県沖地震

など、強震記録の取得されている主要な海溝型巨大地震において（1978年宮

城県沖地震は巨大地震と呼ぶにはやや規模が小さいですが）、強震動パルスの

生成が確認されています 28)。特に 1978年宮城県沖地震の際、開北橋 28)で観測
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された強震動パルスは著名であり、これまで、筆者自身 32)や松島・川瀬 33)によ

り、それを説明するための震源モデルの作成が行われています。さらに遡る

と、1968年十勝沖地震の際、強震動パルスが観測されており、それを説明す

るための震源モデルがMori and Shimazaki34)により作成されています。Mori 

and Shimazakiの論文では、強震動パルスという用語は用いられていません

が、３．１で述べた定義に即して言えば、そこで解析対象となっているのは強

震動パルスです。このように、海溝型巨大地震による強震動パルスの生成はか

なり普遍的な現象であるように思われます。 

 筆者はこれらのパルスを含む強震動を説明できる震源モデルの構築を行って

きましたが（図 5）27)28)、福島第一原子力発電所に近い K-NET大熊

（FKS007）と KiK-net浪江（FKSH20）の記録は、震源モデルの構築を行っ

た時点では未回収であったため、使用できていませんでした（これらの地点を

図 8に示します）。その後、防災科学技術研究所の御尽力によりこれらの記録

が回収・公開されたため、これを利用して震源モデルの検証を試みました。東

北地方太平洋沖地震に対して筆者が提案している震源モデルは、宮城県沖から

茨城県沖にかけて 9つの SPGAが次々に破壊していくものです（図 8）。ここ

で利用する記録は福島沖の SPGAに近いので、震源モデルのうち福島沖部分の

検証を行う上で特に有用であると考えられます。 

 この震源モデルでは、福島沖で 3つの SPGA(図 8の SPGA5~7)が 7-11sほ

どの間隔をおいて破壊するとしています。このことの妥当性について検討しま

した。図 9～図 11は、各サブイベントからの S波の伝播の様子を示したもので

す。図の縦軸は各サブイベントから観測点までの直線距離、横軸は震央での破

壊開始時刻を原点としています。赤の破線は S波速度を 3.9km/sと仮定した場

合に S波が到来するはずの時刻を示していますが、FKS007と FKSH20のい

ずれにおいても、対応する位相がはっきりと確認できるので、福島沖に 3つの

サブイベントがあると考えることは妥当であると考えられます。また、その位

置や破壊時刻なども概ね妥当であると判断されます。この結果から，福島第一

原子力発電所で基準地震動を上回る地震動を観測したのは，SPGA1～SPGA9

の中で相対的に強い部類に属する SPGA7の破壊に原因があることがわかりま

す。 

 ３．１の末尾で女川原子力発電所の観測地震動について述べたことと同様、

日本原子力発電は、福島第一原子力発電所で基準地震動を越える地震動が観測

された原因について、上記と同等またはそれ以上の詳細な分析を行うべきでし

たが、それを行った形跡がありません。 
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図 8 東北地方太平洋沖地震の SPGAモデル 27)28)と本節で対象とする観測点の位置（▲） 

 
図 9 SPGA5（サブイベント 5）からの S波の伝播の様子 
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図 10 SPGA6（サブイベント 6）からの S 波の伝播の様子 

 

図 11 SPGA7（サブイベント 7）からの S 波の伝播の様子 
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３．３ 東北地方太平洋沖地震の強震動を対象とした震源モデルの相互比較 

 

 筆者が開発した SPGAモデルは、東北地方太平洋沖地震をはじめとする海

溝型巨大地震において特徴的な強震動パルスのパルス幅と調和的なサイズの

サブイベント（SPGA：Strong-motion Pulse Generation Area）から構成さ

れる震源モデルであり、サブイベントのサイズは、地震にもよりますが、一

辺が数 km程度です。それに対して、より広い領域（東北地方太平洋沖地震の

場合、一辺が数十 km程度の領域）からまんべんなく強震動が生成されるとす

る震源モデルもあり、それらは SMG Aモデルと呼ばれます。日本原子力発電

が東海第二発電所でプレート間地震を対象に用いているのは SMGAモデルで

す。東北地方太平洋沖地震を対象に筆者らが開発した SPGAモデルと、他の

研究者により提案されている SMGAモデル 17)18)19)を比較して図 12に示しま

す。断層面上においてサブイベントが位置する場所については、細部はとも

かくとして、SPGAモデルと SMGAモデルとの間に類似性が見られます。

SPGAモデルと SMGAモデルとの本質的な違いはサブイベントのサイズにあ

ります。 

 図 13および図 14に、MYGH12および IBR007における観測波形（0.2-

1Hz）と、SMGAモデルおよび SPGAモデルによる計算結果との比較を示し

ます。各モデルによる地震動の計算には、各々の震源モデルの構築に用いられ

たのと同様の計算手法を用いました。すなわち、佐藤 17)の SMGA モデルにつ

いては壇・佐藤の経験的グリーン関数法 35)を用い、Asano and Iwata18)、川

辺・釜江 19)による SMGAモデルについては入倉他の経験的グリーン関数法 36)

を用いました。グリーン関数イベントとして用いた中小地震も、個々の文献に

示されたものと同様です。SPGAモデルについては文献 28)に示された方法、す

なわち、経験的サイト増幅・位相特性を考慮して設定したグリーン関数を入倉

他の方法 36)で重ね合わせる方法で地震動を計算しました。 

 なお、2011年東北地方太平洋沖地震を対象とした SMGAモデルとしては、

図 11（右）に示したものの他に、Kurahashi and Irikura14)の震源モデルがあ

ります。しかしながら、この震源モデルでは、2005年 8月 16日宮城県沖の地

震（Mw7.2）の記録から前半部分を削除したものが経験的グリーン関数として

用いられており、一部の観測点において記録を前半部分と後半部分に分けるこ

とが困難であったため、ここでは計算の対象としていません。 

 図 13および図 14では、観測波形には強震動パルスが明瞭に表れており、

SPGAモデルではそれを再現できていますが、SMGAモデルでは残念ながらそ

れを全く再現できていません。Asano and Iwata と川辺・釜江のモデルでは、
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強震動パルスに該当する部分が過小評価となっています。佐藤のモデルでは、

過小評価とはなっていませんが、計算結果はランダムな波形となっており、観

測された波形とは特性が全く異なっています。 

 ここに示している帯域は、0.2-1Hzの帯域ですが、この帯域は原子力発電所

の耐震安全性と関係のない帯域であると考えるのは誤りです。なぜなら、３．

１でも述べたように、この帯域のパルス波が女川原子力発電所等での基準地震

動を超える地震動の原因となっているからです。また、京都大学の川瀬博先生

が「PGA（加速度）が大きい限り速度パルスはその卓越周期より短周期の構造

物に対してのみ大きなインパクトを持つ」と指摘しているように 37)、周期 1-2

秒の加速度・速度ともに大きいパルスは、短周期構造物に対しても大きな破壊

力を及ぼすと考える必要があります。SPGA4に相当するような強い SPGAが

東海第二原発敷地の直近に存在した場合、加速度と速度の両者が大きく、破壊

力の大きいパルスとなります。したがって、この帯域での地震動の計算精度は

極めて重要であり、この帯域が正確に計算できない震源モデルは、原子力発電

所の基準地震動を策定するための震源モデルとしては相応しくありません。日

本原子力発電は東海第二発電所でプレート間地震を対象に SMGAモデルを用

いているため、その評価結果には信頼性がありません。 

 なお、SMGAモデルにより強震動パルスが再現できず、SPGAモデルではそ

れが再現できるのは本質的な理由によるものであり、従来の SMGAモデルの

枠組みを維持したまま、パラメーターの修正のみで 0.2-1Hzの帯域での波形の

計算精度を向上させることは困難であると考えられます。これについては付録

Bで述べます。また、SPGAモデルは主に 0.2-1Hzの周波数帯域に着目して作

成した震源モデルであることを述べてきましたが、0.2-10Hzの広帯域で見て

も、SPGAモデルは SMGAモデルと同程度もしくはそれ以上の適用性を示し

ます。この点については付録 Cで述べます。 

 以上、海溝型巨大地震における強震動パルスの生成と、それを再現するため

の震源モデルの考え方について述べてきました。本項のまとめとして、SMGA

モデルでは、工学上重要な 0.2-1Hzの帯域の波形を正確には計算できないこ

と、その原因もはっきりしていることを指摘せざるを得ません。この帯域が正

確に計算できない震源モデルは、原子力発電所の基準地震動を策定するための

震源モデルとしては相応しくありません。原子力発電所の基準地震動には、一

般的な構造物の設計入力地震動以上の信頼性が求められることから、その策定

に用いる計算手法および震源モデルは、図 13～図 14に示される SPGAモデル

による結果と少なくとも同程度またはそれ以上の精度で、東北地方太平洋沖地

震による地震動を再現できるものでなければなりません。そうでなければ、東
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北地方太平洋沖地震による教訓を踏まえた基準地震動策定とはなっていないこ

とになります。 

 

 

図 12 2011 年東北地方太平洋沖地震を対象とした SPGAモデルと SMGA モデルの比較 
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図 13 MYGH12における速度波形（0.2-1Hz）の観測結果（―Obs.）と 

SMGA モデルおよび SPGAモデルによる計算結果（―Syn.） 
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図 14 IBR007における速度波形（0.2-1Hz）の観測結果（―Obs.）と 

SMGA モデルおよび SPGAモデルによる計算結果（―Syn.） 

 

 なお、日本原子力発電の資料 38)では東北地方太平洋沖地震に関して倉橋・入

倉による 2017年のモデル 39)を引用していますが、長周期の地震動を対象とし

たものであり、女川原子力発電所や福島第一原子力発電所で基準地震動を超え

る地震動の原因となったパルスの再現に成功したモデルでもなく、原子力発電

所の基準地震動の策定とは無関係なモデルですから、資料の中で引用するのは

奇異な印象を受けます。 

 また、SPGAモデルは強震動予測のパッケージとして確立していないとの指

摘が日本原子力発電の資料 38)の中でなされていますが、これは誤解であり、

SPGAは設計実務において多用されています 40)-45)。加えて、特定の敷地に対

して厳しくなる SPGAの配置を見いだすことは容易であり、保守性の求められ

る原子力発電所の基準地震動の策定には極めて適した手法です。 
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３．４ 東海第二発電所の敷地を対象にしたプレート間地震による地震動の算

定 

 ３．１で述べたように、東海第二発電所はプレート境界の近傍に立地してい

ますから、上述のようなパルス波の波源が原子力発電所の近傍に存在するとい

うシナリオも否定できません。その場合に想定される地震動を、手元で利用可

能な情報のみを用いて算定しました。ここではその算定手順と算定結果につい

て述べます。なお、ここで行っている計算は、筆者が現時点で利用可能な情報

のみに基づいていますが、日本原子力発電から敷地における地震観測データや

地盤データの提供があれば、より現地に即した計算を同様の方法で実施する用

意が筆者にはあります。なお、以下の計算に使用した経験的サイト増幅特性

（https://www.pari.go.jp/bsh/jbn-kzo/jbn-

bsi/taisin/siteamplification_jpn.html）、位相特性の評価に使用した地震波形

（http://www.mlit.go.jp/kowan/kyosin/eq.htm）、強震動計算プログラム

（https://www.pari.go.jp/bsh/jbn-kzo/jbn-

bsi/taisin/sourcemodel/somodel_program.html）はすべて公開されているもの

ですから日本原子力発電は以下の計算を容易に再現できます。 

 計算に際し、図 15および図 16に示すとおり、東北地方太平洋沖地震の

SPGAモデルを構成する各 SPGAのうち最も強力な SPGA4を図 15および図

16に「×」として示す位置に置きました。表 1に SPGA4のパラメタを示しま

す。この位置は東北地方太平洋沖地震における SPGA9の位置に相当します。

地震動の計算手法は、東北地方太平洋沖地震による地震動の再現に成功したの

と同様の手法 27)28)を用いました。 

 

表 1 SPGA4のパラメタ 

パラメタ 値 

長さ×幅 3.5 km × 3.0 km 

地震モーメント 2.1×1019 Nm 

短周期レベル 5.23×1020 Nm/s2 

破壊伝播速度 3.0 km/s 

ライズタイム 0.25 s 

分割数 5×5×5 

 

 経験的サイト増幅特性は、東海第二発電所の敷地における地震観測記録を筆

者は入手できていないため、東海第二発電所の敷地に近く地盤条件もある程度

類似していると考えられる港湾地域強震観測の HITACHINAKA-U地点での経

験的サイト増幅特性 46)を用いました。文献 1)の 4-83ページには東海第二発電
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所付近の深部地下構造が示されています。このうち NS断面に着目すると、東

海第二発電所と、それより 6kmほど南に位置する常陸那珂-Uでは、直下の地

層構成が類似しており、また 4-87～4-89ページにあるリッカー波に対する応

答の振幅にも、東海第二発電所とそれより 6kmほど南ではある程度の類似が

認められるため、HITACHINAKA-U地点での経験的サイト増幅特性 46)を用い

ました。HITACHINAKA-U地点での経験的サイト増幅特性を図 17に示しま

す。 

 サイト位相特性としては、図 15および図 16の「×」の位置に近く、かつプ

レート境界の地震である 2008年 9月 11日の地震における HITACHINAKA-U

の記録を用いました。この地震の F-netによるメカニズム解（2枚の節面のう

ちの一つ）は走向 203度，傾斜 14度，すべり角 81度となっています。 

 計算結果の解放基盤への引き戻しには、文献 1)の 4-118ページにある同定さ

れた地盤モデルを用いました。減衰定数としては表に示されている周波数依存

型のものを用いました。 
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図 15 地震動の計算に用いた SPGAの位置 
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図 16 地震動の計算に用いた SPGAの位置（拡大図） 
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図 17 常陸那珂-U 地点でのサイト増幅特性 
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図 18 計算結果の加速度波形（解放基盤） 

 

 

 

図 19 計算結果の速度波形（解放基盤） 
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図 20 応答スペクトル（減衰定数 5%）のトリパタイト表示（基準地震動との比較 NS成分） 
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図 21 応答スペクトル（減衰定数 5%）のトリパタイト表示（基準地震動との比較 EW成

分） 

 

 計算結果の加速度波形と速度波形（解放基盤）を図 18と図 19に示します。

この図にあるように、最大加速度は 2000Gal程度、最大速度は 200cm/s程度

となり、SPGAからの最短距離が小さいために、加速度、速度ともに大きな値
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を示しており、解放基盤での値であるにも関わらず、その値は兵庫県南部地震

の際の神戸市内の地震動を上回っています。応答スペクトル（減衰定数 5%）

で見ても、図 20および図 21に赤線で示すように、計算結果の地震動は基準地

震動を大きく上回っています。将来の地震において、このような地震動が東海

第二発電所を襲う蓋然性は否定できず、万が一このようなシナリオが現実のも

のとなった場合、福島第一原発事故のような事態が再来することが考えられま

す。 

 参考までに、図 20および図 21の黄色線は、同じ位置に Kurahashi & 

Irikura14)の SMGA3を置き、SMGA内の不均質性を考慮した場合の結果で

す。ただしこの場合、Kurahashi & Irikura14)がグリーン関数として用いた

2005年 8月 16日の宮城県沖の地震の二つ目の波群の震源特性をどのように評

価するかで、計算結果は変わってきます。筆者は 2005年 8月 16日の宮城県沖

の地震の二つ目の波群をもたらした震源の破壊領域の面積は 5km2、地震モー

メントは 2.0×1018Nmであると評価しており（文献 28)の表 1）、ここではこれ

に基づいてグリーン関数の震源スペクトルを評価し、これに伝播経路特性・サ

イト増幅特性/サイト位相特性を加味したものをグリーン関数とし、これを、

Kurahashi & Irikura14)による重ね合わせのパラメタ（Nと C）を用いて重ね

合わせています。この結果から、Kurahashi & Irikura14)の SMGA3を東海第

二発電所に近い位置に置いた場合は、やはり基準地震動を大きく上回る地震動

になります。 

 原子力発電所の基準地震動の策定においては、物理的に確実に否定できるシ

ナリオ以外のあらゆるシナリオを考えるべきであり、少なくともここに示した

ようなシナリオを考慮すべきであると考えます。 

 

５ 震源を特定せずに策定する地震動について 

 

 活断層として認識されていない震源で発生する内陸地殻内地震に対応するた

め、各種土木構造物では、全国のどこでも考慮すべきレベル 2地震動の下限値

の設定方法を定めています。その具体的方法は、道路橋、鉄道構造物など構造

物毎に異なります。このうち港湾における方法 47)は、M6.5の地震が港湾の直

下で発生するものと考え、断層モデルにより対象港湾での地震動を計算するも

のです。その際、安全側の地震動を設定するために、港湾に向かってアスペリ

ティの破壊が伝播する状況を考えます 47)。また地点毎のサイト増幅特性を考慮

します 47)。 

 一方、日本原子力発電 1)では、2004年北海道留萌支庁南部地震の際に K-

NET留萌で観測された地震動を GL-41mまで引き戻した地震動を用いていま
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す。この地震動が十分に保守的であるかを検討するため、港湾で用いているレ

ベル 2地震動の下限値と比較しました。文献 47)で指定されている方法に従い、

K-NET留萌の直下でM6.5 の地震が発生すると考え、K-NET留萌におけるサ

イト増幅特性 48)を考慮し、地表での地盤線形応答時の地震動を算定しました。

その際、グリーン関数の位相特性を決めるための中小地震記録としては、留萌

支庁南部地震の余震（2004/12/14 17:54）の記録を用いました。そしてこれ

を、日本原子力発電が用いているのと同様の佐藤他 49)の地盤モデルで GL-41m

まで引き戻しました。その際、地盤線形応答時の地表地震動を引き戻すため地

盤応答解析には線形時の物性を用いました。また日本原子力発電では GL-6m

以深の減衰定数を一律 3%としていますが以下の計算では佐藤他 49)と同様に

1%としています。これを 3%とすると計算結果は若干大きくなる方向に動きま

す。 

 結果を、日本原子力発電が用いている地震動と比較して図 22に示します。

周期により大小がありますが、0.1s付近では港湾の地震動が上回っています。

最大加速度は、日本原子力発電が用いている地震動が 609Gal、M6.5直下の地

震動が 619Gal です。このように、活断層として認識されていない震源で発生

する内陸地殻内地震に対応するため、一般の土木構造物でも相当保守的な地震

動を考慮しているにも関わらず、はるかに重要であるはずの原子力発電所で、

周期によってはそれを下回るような地震動しか考慮されていないのは、たいへ

んな不備であると思います。 
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図 22 応答スペクトル（減衰定数 5%）のトリパタイト表示 

（赤線で示す日本原子力発電が考慮している地震動との比較；NS成分） 
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５ 基準地震動の年超過確率について 

 

 日本原子力発電は、基準地震動の年超過確率を 10-4～10-5程度などと主張し

ていますが 1)、確率論的地震危険度解析に基づくこれらの数字が極めて信頼性

に乏しいことは多くの専門家が指摘しており、筆者も同意見です。本稿の

「２」で述べたように、「その場所でその規模の地震が起こるとは思っていな

かった」ような地震が度々発生しているのですから、年超過確率の数字が信頼

性に乏しいことは明らかです。この点については拙著「確率論的地震危険度解

析に過度の期待が寄せられることへの危惧」50)も参照ください。本稿の「２」

で紹介した武村 10)の言葉「地震の発生予測が短期であろうが長期であろうが簡

単でないことは誰の目にも明らかです。地震学者や国やマスコミは予測をあま

りに楽観的に考えすぎていませんか」は確率論的地震危険度解析にこそ最も良

く当てはまるものです。確率論的地震危険度解析では種々の確率変数について

例えば「ガウス分布に従う」などの検証されていない仮定がなされています。

確率論的地震危険度解析に使用されている確率モデルや解析結果の検証には非

常に長い時間がかかり（年超過確率 10-5という数字を検証するのにどれほど長

い時間がかかるか容易に想像できます）、検証の結果間違っていたことが判明

したときにはすでに遅いのですから、こうした未検証の数字を示すことはまさ

にモラルハザードです。川島はその著書 12)で「常識的に考えて、軽々しく被害

確率が 10-4/年とか 10-6/年ということがいかに非現実的かは明らかである」と

述べています。この主張に全面的に賛成します。 

 

６ 補足 

 

 本意見書で取り上げた既往地震のアスペリティの破壊に起因する周期 1-2秒

のパルス状の地震動による被害状況については文献 51)-54)等を参照ください。 
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付録 A 経歴 

 

生年月日 昭和 43年 1月 6日 

 

学歴 

平成 3年 3月 京都大学工学部土木工学科卒業 

平成 5年 3月 京都大学大学院工学研究科土木工学専攻修士課程修了 

平成 16年 9 月 博士（工学）東京工業大学 

 

職歴 

平成 5 年 4月 運輸省港湾技術研究所 構造部地震防災研究室 研究官 

平成 11 年 4月 運輸省港湾技術研究所 構造部主任研究官 

平成 13年 4 月 独立行政法人港湾空港技術研究所 地盤・構造部 主任研究官 

平成 22 年 4月 独立行政法人港湾空港技術研究所 地震動研究チーム チームリーダー 

平成 26 年 4月 独立行政法人港湾空港技術研究所 地震防災研究領域 領域長 
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主な研究業績 

 

1. 港湾地域強震観測の運営 

 

 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 港湾空港技術研究所が国土交通省の各地

方整備局等と連携して実施している港湾地域強震観測の運営において，2001年以降 18年以

上にわたり主要な役割を果たしている．観測の成果は広く一般に公開されている．

（http://www.mlit.go.jp/kowan/kyosin/eq.htm） 

 

2. 港湾・空港を含む全国の強震観測地点におけるサイト増幅特性の評価 

 

 港湾・空港を含む全国の強震観測地点におけるサイト増幅特性の評価を行い，その成果

を広く公表（https://www.pari.go.jp/bsh/jbn-kzo/jbn-

bsi/taisin/siteamplification_jpn.html）している．この結果は港湾・空港構造物の設計入

力地震動の策定に活用されている． 

 

3.  断層モデルを用いた強震動シミュレーション手法の開発と普及 

 

 断層モデルを用いた強震動シミュレーション手法の開発と普及に努めており，その成

果を学術誌などで公表している．この成果は港湾・空港構造物の設計入力地震動の策定

に活用されている． 

 

4. 技術基準策定への参画 

 

『港湾の施設の技術上の基準・同解説』『海岸保全施設の技術上の基準・同解説』の改訂

にあたり分担執筆者として参画している． 
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付録 B 

 

 SMGAモデルにより強震動パルスが再現できず、SPGAモデルではそれが再

現できるのは本質的な理由によるものであり、従来の SMGAモデルの枠組み

を維持したまま、パラメーターの修正のみで 0.2-1Hzの帯域での波形の計算精

度を向上させることは困難であると考えられます。以下にその理由を述べま

す。 

 もともと、SMGAモデルや SPGAモデルの構築に用いられている入倉他の

波形合成法 1)では、低周波側では要素波が効率的に（コヒーレントに）重なり

合ってパルスを生成し、高周波側では要素波がランダムに重なり合うように工

夫されています（壇・佐藤 2)も同様）。 

 ここで「コヒーレントに」あるいは「ランダムに」重なり合うとの表現が若

干理解しにくいかも知れませんが、次のように理解できます。いま、同じ周期

で同じ振幅の正弦波を N個重ね合わせることをイメージして下さい。このと

き、これらの正弦波の位相が揃うように重ね合わせれば（すなわち山と山、谷

と谷が合うように重ね合わせれば）、最も効率的に重なり合い、振幅は N倍と

なります。これがコヒーレントな重ね合わせです。それに対して、N個の正弦

波をばらばらのタイミングで重ね合わせれば、山と山、谷と谷が合わないの

で、加算は非効率となり、重ね合わせ後の振幅の期待値は理論上 N1/2倍となり

ます。これがランダムな重ね合わせです。入倉他の方法 1)でも、壇・佐藤の方

法 2)でも、要素波は時間軸上で少しずつずれながら加算されますが、このと

き、要素波の低周波成分（＝長周期成分）は、図 B1に示すように、時間軸上

で多少ずれたとしても、ほぼ山と山、谷と谷が重なります。すなわちコヒーレ

ントに重なります。しかし、要素波の高周波成分（＝短周期成分）は、図 B2

に示すように、時間軸上でずれることにより、簡単に山と山が合わなくなって

しまいますから、ランダムに重なります。 

 ただし、ここで言う「低周波」「高周波」がどの程度「低周波」「高周波」な

のかが問題です。入倉他の方法で生成されるコヒーレントなパルスは、仮定す

る SMGAや SPGAのサイズに起因した時間幅を持っています。図 B1および図

B2の破線は重ね合わせの際に与えるべき最大のずれ幅を示します。このずれ幅

は、SMGAや SPGAなどの仮定する破壊領域のサイズに影響されます。この

ずれ幅がパルスの時間幅を決定します。この時間幅に対応したコーナー周波数

（patch corner frequency と呼ばれます。）よりも高周波側では、入倉他の方法

では、ランダムな波形が生成されます。従って、サイズの大きい SMGAモデ

ルにおいては、patch corner frequency は 0.1Hz程度あるいはそれよりも低周

波側となるので、0.2-1Hz程度の帯域はランダムな波形にしかならず、この帯
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域にコヒーレントなパルスを生成することは不可能で、実際の観測に一致しま

せん。一方、SPGAモデルでは、本文で述べたように、観測されたパルスの幅

と調和的なサイズのサブイベントを導入しているので、パルスを再現すること

ができます。 

 

参考文献 

1) 入倉孝次郎、香川敬生、関口春子：経験的グリーン関数を用いた強震動予測方法の改良、

日本地震学会講演予稿集、No.2、B25、1997年. 

2) 壇一男、佐藤俊明：断層の非一様すべり破壊を考慮した半経験的波形合成法による強震動

予測、日本建築学会構造系論文集、No. 509、1998年、pp.49-60. 

3) 日本地震学会強震動委員会：新・強震動地震学基礎講座，

https://www.zisin.jp/kyosindo/shin_kisokoza/shin_kisokoza.html． 

 

図 B1 長周期の正弦波はコヒーレントに重なる 

 

図 B2 短周期の正弦波はランダムに重なる 
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付録 C 

 

 SPGAモデルは主に 0.2-1Hzの周波数帯域に着目して作成した震源モデルで

すが、0.2-10Hzの広帯域で見ても、SPGAモデルは SMGAモデルと同程度も

しくはそれ以上の適用性を示します。ここではこの点について述べます。 

 ここでは、図 12に示した 10地点を対象に、SPGAモデルおよび SMGAモ

デルにより地震動を計算し、0.2-10Hz（周期 0.1－5秒）の帯域の速度エンベ

ロープおよび 0.2-10Hz（周期 0.1－5秒）の帯域のフーリエスペクトルを対象

に、観測波形との誤差を文献 1)の評価式で評価しました。ここで、一般に 2Hz

よりも高周波側では波形の山谷の一致を議論することが困難であるため、波形

の経時特性の再現性を調べるために速度エンベロープを用いています。また、

地震動の周波数特性の再現性を調べるためにフーリエスペクトルを用いていま

す。結果を図 C1および表 C1に示します。図 C1についてはより線が左側にあ

る方が、表 C1については数値が小さい方が、誤差が少ないということになり

ます。これらの結果から、0.2-10Hzの広帯域で見ても、SPGAモデルによる

誤差は SMGAモデルによる誤差よりも小さいことがわかります。 

 参考のため、一般的な建物被害と対応の良い指標として境ほか 2)により提案

されている「1-2秒震度」の計算も行いました。この「1-2秒震度」は直接的に

は一般的な建物被害を説明するためのものですが、周期 1-2秒のパルス波の特

性を端的に表す指標であり、上述の通りこの帯域の地震動を精度良く計算でき

ることは原子力発電所の基準地震動の算定手法にも求められる条件であること

から、「1-2秒震度」の計算精度を確認することは、原子力発電所を対象とした

場合にも重要となります。観測波による「1-2秒震度」と合成波によるそれと

の比較を図 C2に示します。右上がりの斜めの点線近くに赤い四角が集まって

いる程、より精度が高いということになります。この図から、SPGAモデルは

観測波の「1-2秒震度」を概ね再現できているのに対し、SMGAモデルは再現

できていないことがわかります。しかも、SMGAモデルでは、いずれも斜め点

線の右下側の赤い四角が左上側よりも多くなっていますが、これは SMGAモ

デルが「1-2秒震度」を過小評価する傾向を表すものです。「1-2秒震度」の誤

差を全地点に対して平均したものを表 C1に示します。SMGAモデルでは

SPGAモデルに対して 2.2 倍～3.8倍程度の誤差が生じていることがわかりま

す。 
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図 C1 SPGAモデルと SMGAモデルによる速度エンベロープと 

フーリエスペクトルの誤差評価結果 

（縦軸は観測地点を表す。横軸は誤差を表し、線が左側にあるほど誤差が小さい。）  
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表 C1 各種の誤差の全地点における平均値 

（数値が小さいほど誤差が小さいことを意味する） 

 

 

 

 

図 C2 「1-2秒震度」2)の観測値と計算値の比較 

（縦軸は各震源モデルによる強震動シミュレーション結果に基づく 1-2 秒震度。横軸は観測

結果に基づく 1-2 秒震度。プロットが右上がりの斜め点線(1:1の線)に近いほど、各震源

モデルによる強震動シミュレーション結果が観測結果を適切に再現していることにな

る。） 

 

速度
envelope

フーリエ
スペクトル

1-2秒
震度

SPGAモデル 0.52 0.096 0.21

SMGAモデル（佐藤） 0.87 0.124 0.47
SMGAモデル（浅野・岩田） 1.61 0.171 0.80
SMGAモデル（川辺・釜江） 0.68 0.109 0.57


